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Ⅰ 予算規模  

（単位：千円、％） 

区   分 平成 26 年度 平成 25 年度 増減 伸率 

一  般  会  計 41,503,900 39,915,003 1,588,897 4.0

特  別  会  計 37,189,904 33,815,718 3,374,186 10.0

合        計 78,693,804 73,730,721 4,963,083 6.7

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 一般会計（歳入） 

１ 総括                             （単位：千円、％） 

区   分 平成 26 年度 平成 25 年度 増減 伸率 

市       税 12,913,145 12,702,014 211,131 1.7

地方譲与税・交付金 1,607,000 1,588,000 19,000 1.2

地 方 交 付 税 8,944,000 9,052,000 ▲108,000 ▲1.2

国 県 支 出 金 6,476,444 5,745,193 731,251 12.7

そ の 他 収 入 3,924,811 3,608,596 316,215 8.8

市       債 7,638,500 7,219,200 419,300 5.8

合       計 41,503,900 39,915,003 1,588,897 4.0

平成２６年度 射水市予算（案）の概要 

～ポイント～（一般会計） 

☞ 当初予算としては、合併以来、最大の規模（対前年度比 4.0 パーセントの増） 

☞ 要因としては、「災害に強いまちづくり」や「少子高齢化に対応したまちづくり」

などへの積極的な予算配分のほか、消費税率引き上げに伴うコスト増によるもの 
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２ 主要一般財源 

⑴ 市税                            （単位：千円、％） 

区   分 平成 26 年度 平成 25 年度 増減 伸率 

個 人 市 民 税 4,494,100 4,433,000 61,100 1.4

法 人 市 民 税 992,800 913,700 79,100 8.7

固 定 資 産 税 6,577,645 6,532,114 45,531 0.7

軽 自 動 車 税 206,600 196,200 10,400 5.3

市 た ば こ 税 620,000 605,000 15,000 2.5

入 湯 税 22,000 22,000 0 0.0

合       計 12,913,145 12,702,014 211,131 1.7

 

 

① 地方譲与税 

 

⑵ 地方譲与税及び交付金 

①  地方譲与税                        （単位：千円、％） 

区   分 平成 26 年度 平成 25 年度 増減 伸率 

地方揮発油譲与税 93,000 114,000 ▲21,000 ▲18.4

自動車重量譲与税 226,000 256,000 ▲30,000 ▲11.7

特 別 と ん 譲 与 税 23,000 25,000 ▲2,000 ▲8.0

合       計 342,000 395,000 ▲53,000 ▲13.4

② 交付金                          （単位：千円、％） 

区   分 平成 26 年度 平成 25 年度 増減 伸率 

利 子 割 交 付 金 36,000 49,000 ▲13,000 ▲26.5

配 当 割 交 付 金 55,000 32,000 23,000 71.9

株式等譲渡所得割交付金 8,000 5,000 3,000 60.0

地方消費税交付金 990,000 879,000 111,000 12.6

ゴルフ場利用税交付金 63,000 68,000 ▲5,000 ▲7.4

自動車取得税交付金 42,000 83,000 ▲41,000 ▲49.4

地 方 特 例 交 付 金 55,000 61,000 ▲6,000 ▲9.8

交通安全対策特別交付金 16,000 16,000 0 0.0

合       計 1,265,000 1,193,000 72,000 6.0

 

 

 

⑶ 地方交付税                         （単位：千円、％） 

 

 

～ポイント～ 

☞ 市税総額は、前年度当初予算と比べ 1.7 パーセント増となっており、税制改正の影

響に加え、地域経済に景気回復の兆しが見られることなどから、入湯税を除く全ての

税目で増収を見込んでいる。 

～ポイント～ 

☞ 地方譲与税は、国が示す地方財政収支見通しを考慮し 5,300 万円の減額を見込ん

でいる。 

☞ 交付金は、消費税率の引上げに伴い地方消費税交付金で 1 億 1,100 万円の増を見

込む一方、自動車取得税交付金では税率の引下げにより 4,100 万円の減を見込む。 
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(3) 地方交付税                      （単位：千円、％） 

区   分 平成 26 年度 平成 25 年度 増減 伸率 

普 通 交 付 税 7,727,000 7,822,000 ▲95,000 ▲1.2

特 別 交 付 税 1,217,000 1,230,000 ▲13,000 ▲1.1

合       計 8,944,000 9,052,000 ▲108,000 ▲1.2

 

 

 

 

 

 

３ 市債                            （単位：千円、％） 

 

                                

 

 

 

 

＜参考＞市債の発行額と残高の推移 
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※平成１８年度から平成２４年度までは決算数値、平成２５年度及び平成２６年度は予算（案）概要の数値

単位：億円

 

区   分 平成 26 年度 平成 25 年度 増減 伸率 

借 入 予 定 額 7,638,500 7,219,200 419,300 5.8

年 度 末 残 高 60,881,524 57,949,432 2,932,092 5.1

～ポイント～ 

☞ 地方交付税は、市税等の増収や地方財政収支見通しを考慮し、前年度予算と比べ、

1億 800 万円の減となる 89 億 4,400 万円を見込んでいる。 

 

～ポイント～ 

☞ 主な内訳としては、庁舎や小中学校の整備等に充てるため合併特例事業債を 

54 億 1,600 万円計上したほか、普通交付税の代替財源となる臨時財政対策債を 

19 億 5,700 万円計上している。 
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一般会計（歳出） 

１ 総括                             （単位：千円、％） 

区   分 平成 26 年度 平成 25 年度 増減 伸率 

人 件 費 5,752,400 5,788,966 ▲36,566 ▲0.6

扶 助 費 6,453,378 6,286,285 167,093 2.7

公 債 費 5,487,666 5,504,905 ▲17,239 ▲0.3

投 資 的 経 費 8,094,043 6,797,548 1,296,495 19.1

そ の 他 経 費 15,716,413 15,537,299 179,114 1.2

合       計 41,503,900 39,915,003 1,588,897 4.0

 

 

 

 

 

 

 

２ 重点施策 

  

 

～ポイント～ 

☞ 人件費は、職員の再任用制度などによる増加のほか、議員定数の減少により、前年

度当初予算と比べ 0.6 パーセントの微減となっている。 

☞ 扶助費は、扶助対象者の増加などの影響を受け、2.7 パーセントの増となっている。

☞ 公債費は、これまで計画的な繰上償還を実施してきたことにより、前年度当初予算

と比べ、0.3 パーセントの減となっている。 

☞ 投資的経費は、庁舎や学校施設の整備のほか、消防救急無線のデジタル化整備や消

防車両の更新などを実施することから、前年度当初予算と比べ 19.1 パーセントの増

となっている。 

～ポイント～ 

平成 26 年度予算を「未来のしあわせ創造予算」と位置付け 

 

⑴ 人口減少、少子・高齢化に対応したまちづくりの推進 

☞ 中学校普通教室等空調設備設置事業、富山型デイサービス施設支援事業 等 

⑵ 地域資源を活かした活力あるまちづくりの推進 

☞ 射水カントリーエレベーターの機能向上、観光客用トイレ整備・観光サイン整備 等 

⑶ 災害に強いまちづくりの推進 

☞ 新庁舎整備、新湊中学校整備事業、消防救急無線デジタル化整備事業 等 

⑷ 環境にやさしいまちづくりの推進 

☞ 電気自動車用充電施設整備事業、ハイブリッドトラム（蓄電池搭載電車）実走事業実行委員会負担金 等

(5)  人づくりに関する施策 

 ☞  生涯学習推進事業、スポーツ行事推進費 等 


